
UMITO 気候アクションプラン 
Climate Action Plan 2026.6–2029.5 

 
2026.8.7最終更新 

1. 目的 

当社は、「ウミとヒトの関係を、ポジティブにつなぎ直す」というパーパスのもと、事業活動に伴うCO₂
排出量を把握し、その抑制・削減に取り組みます。本計画は、そのための目標、取組、実施体制およ

び進捗の評価・公開方法を定めます。 

2. 対象 
本計画は、当社の役員、正社員および業務委託メンバーに適用します。当社が主催または管理する

プロジェクトに参加する外部パートナーには、その役割および当社が影響できる範囲に応じて、本計

画への理解と協力を求めます。 

3. 基本方針 
当社は、パリ協定の目的および1.5℃目標を支持し、B Corp認証基準も踏まえながら、実効性と透明
性のある気候行動を進めます。 

遅くとも2050年までに、本計画の対象となる事業活動に伴うCO₂排出量をネットゼロとすることを長
期目標とします。技術の進歩や事業・組織の変化によって実現可能性が高まった場合には、目標年

の前倒しを検討します。 

本計画の対象期間は、2026年6月から2029年5月までの3年間とします。 

現時点で、本計画における排出量の把握・算定はCO₂を対象としています。CO₂の主な定量算定対
象は、オフィスおよび共有施設の利用、リモートワーク、通勤、出張、イベント会場の利用および参加

者・登壇者等の移動です。廃棄物量は、CO₂排出量とは別の関連環境指標として、重量で管理しま
す。 

 

4. 第5期までの把握データ 
当社は、第1期〜第5期（2021年6月〜2026年5月）について、CO₂排出量および廃棄物量を試算し
ました。 

●​ 自社の事業活動：オフィスの利用、リモートワーク、通勤、出張によって生まれるCO₂排出量
および廃棄物量 



●​ イベント：イベント会場の利用、参加者・登壇者等の移動によって生まれるCO₂排出量、およ
びイベントで発生した廃棄物量 

項目 単位 1期 2期 3期 4期 5期 

自社のCO₂排出量 t-CO₂ 3.92 8.44 8.25 13.51 5.69 

自社の廃棄物量 kg 91.35 759.30 663.86 373.90 79.14 

イベントCO₂排出量 t-CO₂ 0.00 0.45 0.09 1.09 0.55 

イベント廃棄物量 kg 0.00 24.00 18.20 25.00 29.00 

合計　CO₂排出量 t-CO₂ 3.92 8.89 8.34 14.60 6.24 

合計　廃棄物量 kg 91.35 783.30 682.06 398.90 108.14 

第4期は、約60㎡の専有オフィスを利用し、原則として週2回の出勤を基本とする勤務体制でした。こ
れに対して第5期は、専有スペースを持たない共有拠点の利用とリモートワークを中心とする勤務体
制へ移行しました。算定結果では、通常業務に伴うCO₂排出量は、第4期の13.51t-CO₂から第5期の
5.69t-CO₂へ、約58％減少しました。 

当社は、第5期を低排出な働き方への転換点と位置付けます。勤務体制に由来する主要な削減策
はすでに実施しているため、今後は一律の削減率を設定するのではなく、第5期の通常業務に伴う
CO₂排出量および廃棄物量を基準値とし、現在の働き方を維持しながら、残る排出源について事業
目的を損なわない範囲で実行可能な改善を重ねます。 

イベントは開催規模や場所による変動が大きいため、通常業務とは区分して管理します。数値には

実測値と推計値が含まれます。今後は、算定対象や排出係数の考え方を統一し、算定条件とデータ

上の制約もあわせて記録します。 

5. 今後3年間の取り組み 

第6期から第8期（2026年6月〜2029年5月）までの3年間は、2050年までにCO₂排出量をネットゼ
ロとする長期目標に向けて、当社に適した削減と残余排出への対応の道筋を「見つけ、試し、決め

る」期間とします。次の4つの方針に基づき、取組の進展や実現可能性を毎年確認し、長期目標を前
倒しできる可能性について検討します。 

1.​ Measure：測る​
排出量の対象範囲と算定方法を統一し、使用した前提条件や不確実性とともに記録します。

本計画で定める算定対象について、CO₂排出量の算定に必要な活動データの記録率100％
を目指します。廃棄物量についても、重量の把握・記録を継続します。一般参加者の移動を

含むイベントの環境負荷は、自社の排出量と分けて管理します。​
 

2.​ Reduce：減らす​
リモートワークを中心とした、環境負荷の低い勤務体制を維持します。オフィス、イベントで

は、衛生、安全、品質保持等の理由により代替が難しい場合を除き、シングルユースプラス

チックをできる限り使用しません。出張、イベント、エネルギー、調達および物流についても、



事業目的や現場との関係を損なわないことを前提に、オンラインでの代替、移動や配送の集

約、交通手段や商品・サービスの選択など、実行可能な改善を重ねます。​
 

3.​ Remove：残余排出への対応を考える​
削減後にも残るCO₂排出量を毎年確認し、2050年のネットゼロに向けた対応方法を検討し
ます。カーボンクレジットによる相殺を前提とせず、実質的な排出削減を優先した上で、炭素

除去やその他の方法について、当社の事業特性を活かした可能性を検討します。​
 

4.​ Regenerate：海の回復に貢献する​
海洋生態系の保全・回復、水産業の脱炭素化、気候変動への適応等を推進します。これら

の社会的・環境的な貢献は、当社のCO₂排出量から差し引かず、「海へのポジティブインパク
ト」として別に管理・公開します。 

6. 取り組みのタイムライン 

期間 進め方​ 主な取り組み 

第6期：2026年6月～
2027年5月​  

見つける

​  
低排出な働き方を維持しながら、主要な排出源と削減余地を

整理し、2029年5月までの排出見通しと実行可能な削減策
を整理します。 

第7期：2027年6月～
2028年5月​  
 

試す​  低排出な働き方を維持し、出張、イベント、エネルギー、調

達、物流等から、実行可能な削減策を少なくとも1つ試行しま
す。その削減効果、費用、業務への影響および継続可能性

を検証します。あわせて、残余排出への対応について、炭素

除去を含むさまざまな方法とその実現可能性を調査します。 

第8期：2028年6月～
2029年5月​  

決める​  過去の測定結果と試行結果に基づき、次期の削減目標、優

先する排出源、具体的な取組、予算および責任体制を定め

ます。残余排出への対応方針を整理するとともに、2050年
より早くCO₂排出量をネットゼロとする目標年を設定できるか
を評価し、次期計画を策定・公開します。 

7. 実施、公開および見直し 

本計画は、必要な社内協議を経た上で、代表取締役が承認し、公開します。実施はコーポレート責

任者が管理します。 少なくとも年1回、取組の実施状況、成果および課題を確認し、必要な改善を次
年度の取組に反映します。 

 

本計画は、当社ウェブサイト等を通じて公開します。また、少なくとも年1回、取組の進捗を確認し、そ
の概要をステークホルダーが確認できる方法で公開します。本計画は遅くとも2029年5月までに全



体を見直し、2050年までにCO₂排出量をネットゼロとする長期目標に向けた進捗および目標年を前
倒しできる可能性を踏まえた次期計画を策定・公開します。 
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